
　１　これからの町内会に対する市の考え

　２　見直しの考え方

　３　見直し内容

（１）交付要件

（２）交付対象となる活動事例

（３）交付額

町内会加入一世帯当たり　300 円

　４　算定例

　注）本件については、令和８年３月の予算議会の審議を経て最終的に決定されるものです。

町内会自治活動費交付金の見直しについて

　地域で安心して快適に暮らしていくためには、地域課題の解決をはじめ、災害時の助け合いや見守りなど公益的

な活動を行う顔の見える身近なコミュニティが必要であり、市としては、これからも町内会は大切な役割を担うも

のと考えています。

　市では、町内会の負担軽減を図るため、依頼業務の見直しの検討を進めており、今後も町内会が地域コミュニ

ティを維持し、自主的な活動を推進できるよう、現在の活動状況を踏まえ、町内会自治活動費交付金について見直

しを行う予定です。

　「町内会割」は、交付の対象とする活動事例の趣旨に沿った活動を１つ以上実施する町内会に、町内会規模に応

じた額を交付します。交付対象となる活動については、日頃からの顔の見える関係づくりが大切な地域の安全安心

の確保や環境美化に係る取り組みなどの公益的な活動を想定したものとします。また、「世帯割」は、各種文書の

回覧を原則取りやめるほか、広報紙の配布を民間委託等により市の負担で行うため廃止します。

　交付対象となる活動を１つ以上実施する場合において、活動に要する資料作成等に必要な経費として町内会

加入世帯数に応じた額を交付します。

※ 交付申請書は令和８年５月に送付する予定です。

  （申請方法などに大きな変更はありません）

【お問い合わせ】帯広市市民活動課市民活動係

電話６５－４１３０ メール active@city.obihiro.hokkaido.jp

令和７年１１月

【見直しのポイント】

①交付の対象とする活動を１つ以上実施する場合に「町内会割」を交付

②広報紙の配布や市からの各種文書の回覧依頼が無くなることから「世帯割」を廃止

防災活動 防災訓練、防災研修会など 福祉活動 高齢者の見守り、福祉除雪など

防犯活動 子どもの見守り、防犯研修会、防犯灯の見回りなど 環境美化活動 清掃活動、ごみステーションの見回り、花壇植栽など

交通安全活動 交通安全教室など その他の活動 その他、地域における公益的な活動と認められるもの

※加入世帯数 55世帯、未加入世帯数45世帯、全世帯100世帯の町内会の場合（平均的な世帯数の町内会）

【見直し前】

【見直し後】
16,500円＝

【町内会割】

【町内会割】

50～99戸区分

18,000円

【世帯割】

@190円 × 全世帯 100世帯

19,000円
＋ 37,000円＝

@300円 × 加入世帯 55世帯

16,500円


